
（本覚書の主な内容） 

 ・覚書名：業務連携・協力に関する覚書 

 ・締結日：令和８年４月１日 

 ・目 的 ：地域における創業支援、企業再生、ベンチャー・経営革新支援 

等を通じて中小企業の振興を図るため、資金供給や情報提供で

連携し、地域経済の活性化を目指す。 

  

 

左側：金融公社 小林理事長  右側：日本政策金融公庫名古屋中支店 横田支店長 


